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(1)　国際化推進体制

　パートナーシップによる目標実現に向けて、県民や関係者の理解と協力の

もと、次に掲げる体制づくりを進めます。

ア　県全体の推進体制

　○　この大綱の具現化のため、民間・行政の連携促進や行政への提言を行

　　い、実現化を推進する、民間・行政の関係者からなる「国際化推進会議」

　　（仮称）を設置します。

　○　国・地域別の国際交流や協力などを、県全体として長期的・継続的に

　　推進するため、民間・行政の関係機関・団体からなる国・地域別の「国

　　際交流・協力に関する戦略会議」（仮称）を設置します。

　○　県民意見を行政施策に反映させるモニター機能の充実を図ります。

　○　全県的なフォーラムなどの開催を通じ、相互の情報やノウハウなどの

　　交換と、県民の国際化への関心や、地球市民としての意識醸成を図りま

　　す。

イ　行政の推進体制

　○　県、市町村の連携促進のため、一層の情報交換を促進します。

　○　県事業の実施に当たっては、庁内の国際関係課による協議や連絡調整

　　を密接に行い、一層の効果的、効率的な実施を図ります。

５　大綱推進のために

(2)　各主体の役割

　この大綱推進のため、県民など、各主体の役割として次の取組が求められ

ています。

《県民の取組》

　・　県の国際化を推進するためには、県民一人ひとりの国際理解や国際感

　　覚がすべての源です。

　・　国際交流や国際協力など、地域の国際化は、多くの人々の理解と協力

　　のもとに展開されることが必要です。

　・　その意味で、国際化を担う一番の主体は県民一人ひとりです。

　・　本県の国際化の本来の担い手として、多様な文化、価値観を認め合う

　　ことにより国際理解を深め、国際感覚を磨くことが求められています。

　・　身近な国際交流などへの積極的な参加が求められています。



－37－

《民間団体の取組》

　・　民間国際団体の活動の活発化は、県民の国際化への取組みの重要な顕

　　われであり、多数の県民が参加する基盤として、活動の一層の推進と県

　　民への意識啓発が期待されています。

　・　それぞれの団体の関心分野・活動分野における経験・ネットワークな

　　どを活かした積極的・自主的な活動が期待されます。

　・　各団体の自主性を尊重しつつ、本県の国際化推進という、より大きな

　　目標に向かっての更なる連携が必要です。

《企業の取組》

　・　ボーダレス化、グローバル化が進展する中で、企業は海外への市場開

　　拓や新技術の開発など、世界を視野に入れた経済活動を通じて国際化時

　　代にふさわしい競争力を身に付け、地域経済の活性化に寄与することが

　　期待されています。

　・　企業の持つ技術や人材を活かして、研修生の受入などによる技術指導

　　や、専門家の海外派遣などを通じた国際協力活動に、取り組むことが期

　　待されています。

　・　これらを展開する中で、ＥＲＩＮＡや県の海外事務所を積極的に活用

　　することにより、企業の国際化への取組が一層進展することが期待され

　　ています。

《（財）新潟県国際交流協会の取組》

　・　本県の国際交流を推進する中核的組織であり、行政と民間の橋渡し役

　　や、県民が活動しやすい環境整備のための積極的役割が期待されていま

　　す。

　・　このため、協会が進めている３Ｓ戦略、即ち、専門性（Speciality）、

　　全県的ネットワークの構築（Scale Merit）、在県外国人サービスなどの

　　補完的サービス（Supplementary Service）を更に推進する必要がありま

　　す。

　・　また、「県民、民間団体の活動の場の提供」、「インターネットなど

　　による国際情報の受発信」、「在県外国人支援のための相談業務」など

　　に加え、様々な問い合わせなどに対応する国際化の総合窓口としての役

　　割が期待されています。

　・　市町村国際交流協会などとの連携による一層きめ細かい事業の展開が

　　期待されています。

５　大綱推進のために
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《市町村の取組》

　・　住民への直接的な行政サービスを提供している市町村には、各地域の

　　特色を活かした、住民に身近な国際化事業の展開が期待されています。

　・　姉妹・友好都市交流や青少年を中心とした海外との人的交流など、民

　　間団体と連携して、各地域で国際化を担う人材の育成が望まれます。

　・　また、在住外国人の増加に伴い、生活分野など、様々な取組が求めら

　　れています。

《県の取組》

　・　県民を起点とした行政の推進と地方分権の流れをしっかりととらえ、

　　この大綱によって本県の国際化を積極的に展開します。

　・　グローバル化の潮流の中、これまでの国際化の成果を踏まえ、全県的

　　な視野に立ち、「市町村、県協会との連携による民間団体活動支援」や

　　「交流の基盤となる港湾、空港などのインフラ整備」、「新潟の特色を

　　活かした国際交流、国際協力などの推進」が期待されています。

　　　このため、具体的には、

　　　　○　県民及び民間国際化関係団体などの活動が、円滑に推進される

　　　　　よう支援を行います。

　　　　○　市町村・県協会との連携強化を図ります。

　　　　○　港湾・空港などの国際交流基盤の整備を推進します。

　　　　○　国際化を進める県内企業の活動を支援します。

　　　　○　県民の国際化意識の醸成と、国際化を進める人材育成を推進し

　　　　　ます。

　　　　○　県として実施する海外地域との友好交流を推進し、交流事業な

　　　　　どへ県民が参加する機会を提供していきます。

　　　　○　県及び県協会による多様な県レベルの国際交流・国際協力事業

　　　　　を推進します。

５　大綱推進のために


